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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第104期

第３四半期連結
累計期間

第104期
第３四半期連結
会計期間

第103期

会計期間  
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高 （千円） 7,403,706 2,393,715 8,375,806

経常損益（△は損失) （千円） 117,617 62,276 △215,794

四半期（当期）純損益（△は損失) （千円） 106,960 72,211 △493,817

純資産額 （千円） － 2,614,790 2,692,406

総資産額 （千円） － 11,442,86911,068,460

１株当たり純資産額 （円） － 198.04 205.25

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失)
（円） 9.24 6.24 △42.63

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円）　 － － －

自己資本比率 （％） － 20.04 21.48

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 427,961 － 11,202

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △415,119 － △163,297

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 73,063 － △164,201

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） － 1,086,815 1,000,910

従業員数 （人） － 195 198

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載
しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。
３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

 

２【事業の内容】
当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な
変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
 

３【関係会社の状況】
当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 195 (22)

　　　（注）従業員数は就業人員であり臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載
しております。

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 139 (14)

　　　（注）従業員数は就業人員であり臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載して
おります。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を単一セグメント内の製品別に示すと次のとおりであります。

単一セグメント内製品区分
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

18L缶（千円） 1,611,626

美術缶（千円） 671,330

その他（千円） 104,818

計（千円） 2,387,776

（注）　金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当第３四半期連結会計期間における受注状況を単一セグメント内の製品別に示すと次のとおりであります。

単一セグメント内製品区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

受注高（千円） 受注残高（千円）

18L缶 1,583,253 486,025

美術缶 621,602 201,125

その他 97,241 20,507

計 2,302,097 707,659

（注）　金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を単一セグメント内の製品別に示すと次のとおりであります。

単一セグメント内製品区分
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

18L缶（千円） 1,647,507

美術缶（千円） 641,389

その他（千円） 104,818

計（千円） 2,393,715

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

 金額（千円） 割合（％）

明治乳業株式会社 481,802 20.1

日本ペイント株式会社 279,362 11.7

（注）　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

①販売実績

  当社グループの当第３四半期連結会計期間の販売実績は、第２四半期連結会計期間（以下「前四半期」という）

に引続き前連結会計年度より取組んでいる価格改定及び主力製品である18L缶の製造販売に関するＪＦＥコンテイ

ナー株式会社との業務提携の効果が出ており売上高は2,393百万円となりましたが、第２四半期連結会計期間には

大口機械設備の売上が寄与していたことから、前四半期対比では313百万円の減収となりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は7,403百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間の製品別売上高は、18L缶は1,647百万円、美術缶は641百万円、その他は104百万円と

なっております。

②損益実績

　価格改定についての取引先との合意が進捗し原価の上昇にキャッチアップしたことから、当第３四半期連結会計

期間の売上総利益につきましては339百万円（前四半期比25百万円の増益）、売上総利益率14.2％（同2.6ポイント

の上昇）となりました。売上総利益率が前四半期対比上昇した要因は、第２四半期連結会計期間は、退職給付信託の

時価低下による退職給付引当金の不足額41百万円を一括繰入したこと及び大口の機械販売の利益率が低かったこ

とにより売上総利益率が低下していたためであります。

  この結果、当第３四半期連結累計期間では990百万円の売上総利益となりました。

　販売費及び一般管理費につきましては、配送の効率化による運賃及び荷造費の削減、業務効率の改善による人件費

の削減等に努めた結果、前四半期対比14百万円減少し283百万円となりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の営業利益は56百万円（前四半期比39百万円の増益）、当第３四半期連結累

計期間では83百万円の営業利益となりました。

  営業外損益につきましては、受取配当金が前四半期対比8百万円増加したこと等により営業外収益が6百万円増

加、不動産賃貸費用の増加等の要因で営業外費用が4百万円増加し、前四半期対比2百万円増加しました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の経常利益は、62百万円（前四半期比41百万円の増益）となり、当第３四半

期連結累計期間では117百万円の経常利益となりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の税金等調整前四半期純利益は63百万円（前四半期比41百万円の増益）、四

半期純利益は72百万円（前四半期比69百万円の増益）となりました。

　当第３四半期連結累計期間では106百万円の四半期純利益となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は1,086百万円となり、前四半期末と比較して83百

万円の減少となりました。

　当第３四半期連結会計期間における主な増減要因(前四半期末対比)は、以下のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フローは21百万円の支出となりましたが、主なプラス要因は、税金等調整前四半期

純利益63百万円、減価償却費133百万円等であり、主なマイナス要因は、売上債権の増加22百万円、たな卸資産の増加

33百万円、仕入債務の減少148百万円等であります。

②投資活動によるキャッシュ・フローは161百万円の支出となりましたが、その主なものは、有形固定資産の取得に

よる支出103百万円、投資有価証券の取得による支出53百万円であります。

③財務活動によるキャッシュ・フローは99百万円の収入となりましたが、主なプラス要因は、借入金等による収入

100百万円であります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　前連結会計年度に掲げた課題及び第２四半期連結会計期間において新たに発生した課題のうち①販売価格に関す

る課題、②生産効率の改善に関する課題、③退職給付費用(引当金繰入額)については、当第３四半期連結会計期間に

おいて、次のように対処しております。

①前連結会計年度から引続きお取引先へのご説明を実施した結果、数次にわたる鋼材価格の上昇分について、お取

引先各位のご理解を得ることが出来ました。

　なお、鋼材スクラップの市場価格は低下しつつありますが、鋼材の純度を維持する必要性があることから当社の使

用している鉄鋼薄板の価格は市場価格とは直接連動いたしません。このため当社の仕入れている鋼材の価格は引続

き高水準にあります。

②本社工場と、千葉工場の製品規格の統一化は終了しており、生産の移行に着手しております。

③退職給付信託の信託財産のうち、株式での運用資産の30％相当額を預金での運用にシフトいたしました。

 (4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

なお、当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,639千円であります。  
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因

①需要動向

　当第３四半期連結会計期間の売上は順調に推移しておりますが、当社グループを取り巻く事業環境は、引続き以下

の厳しい需要環境にあります。

・少子高齢化、容器素材の多様化による金属缶の需要減少という需要動向の下、激しい競争が続いております。

・急激な景気悪化の影響により、当社製品に充填される製品についても需要減少の懸念が現実のものとなりつつあ

り、金属缶の需要動向の厳しさが増しています。

②原材料価格の高止まり

　鋼材スクラップの市場価格は低下しつつありますが、当社の主原料である鉄鋼薄板は前連結会計年度の高騰状態

が継続し、引続き収益の圧迫要因となっております。

　当社グループといたしましては、引続き生産効率の改善に努めると共に、原価高止まりの状況下での販売価格維持

についてお取引先のご理解を得て参る所存であります。

③有利子負債残高 

　当社グループの有利子負債は引続き高水準にあり、今後の金融情勢によっては収益の圧迫要因となる可能性を抱

えております。 

(6)経営戦略の現状と見通し

①生産効率の改善

　販路の拡大による増収効果とともに生産技術・開発技術の強化と、生産効率の改善を目指したＪＦＥコンテイ

ナー株式会社との包括的業務提携が、増収効果として実現しつつあります。

　また、平成20年度におきましては、現在の２工場（本社工場、千葉工場）の製品規格を統一することによって生産

効率の改善を推進する計画であり、8月に完了した機械設備等の改善を機に生産の移行を進めてまいります。

②連結有利子負債の圧縮による財務体質の改善

　売上高の増加により運転資金の調達を増やす必要から、当第３四半期連結会計期間末における有利子負債残高は

4,550百万円となり、前連結会計年度末比108百万円の増加となっていますが、当社グループは、従前より「営業活動

によるキャッシュ・フローを重点的に財務体質の改善に振り向けていく」との方針を採っており、今後ともこの方

針を継続してまいる所存であり、平成22年３月期末に4,000百万円まで圧縮する目標は変更しておりません。
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第３【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】
 

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現

在発行数(株)
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年2月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 11,600,000 11,600,000
東京証券取引所
（市場第２部）

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、１単元は1000株でありま
す

計 11,600,000 11,600,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 
（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式

総数増減数（株）
発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額（千
円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成20年10月１日～平成20年

12月31日
－ 11,600,000 － 630,000 － 136,773

 
 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第3四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

 

（６）【議決権の状況】

　当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載 

することができないことから、直前の基準日（平成20年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】
 平成20年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容
無議決権株式 － － －
議決権制限株式（自己株式等） － － －
議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 20,000 －
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、１単元は
1000株であります

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,487,00011,487 同上
単元未満株式 普通株式 93,000 － －
発行済株式総数 11,600,000－ －
総株主の議決権 － 11,487 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。

　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。

 

②【自己株式等】
 平成20年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％）

日本製罐株式会社 埼玉県さいたま市
北区吉野町２－２７５ 20,000 － 20,000 0.17　

計 － 20,000 － 20,000 0.17　

 
 

２【株価の推移】

 当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 108 111 115 116 105 102 103 90 82

最低（円） 96 99 103 96 93 84 71 65 68

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）から、財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年8月7日内閣府令第50号）附則第7条第1項第5号ただし

書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人セントラルによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,086,815 1,000,910

受取手形及び売掛金 ※3
 3,287,260 2,814,979

製品 91,525 89,051

原材料及び貯蔵品 247,430 117,261

仕掛品 475,976 369,429

前渡金 1,000 207,313

繰延税金資産 16,028 16,028

その他 50,728 23,401

貸倒引当金 △19,050 △17,316

流動資産合計 5,237,714 4,621,059

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 5,229,350 6,638,925

減価償却累計額 △2,870,657 △3,268,451

建物及び構築物（純額） 2,358,693 3,370,473

機械装置及び運搬具 6,363,197 6,299,444

減価償却累計額 △5,402,340 △5,336,400

機械装置及び運搬具（純額） 960,856 963,044

土地 ※2
 248,511 305,493

リース資産 78,126 －

減価償却累計額 △5,023 －

リース資産（純額） 73,102 －

建設仮勘定 82,991 54,280

その他 ※2
 389,195 387,602

減価償却累計額 △358,340 △355,157

その他（純額） 30,854 32,445

有形固定資産合計 3,755,009 4,725,736

無形固定資産

のれん 14,565 58,261

リース資産 17,869 －

その他 19,016 8,631

無形固定資産合計 51,451 66,893

投資その他の資産

投資有価証券 1,408,193 1,611,438

賃貸不動産 ※2
 1,488,276 －

減価償却累計額 △537,413 －

賃貸不動産（純額） 950,863 －

長期貸付金 5,842 4,231

繰延税金資産 19,811 19,111

その他 16,267 21,692

貸倒引当金 △2,284 △1,702

投資その他の資産合計 2,398,694 1,654,771

固定資産合計 6,205,154 6,447,401

資産合計 11,442,869 11,068,460
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 2,792,665 2,368,865

短期借入金 1,914,000 1,740,000

1年内償還予定の社債 60,000 60,000

1年内返済予定の長期借入金 833,000 885,000

未払法人税等 13,952 14,744

リース債務 35,039 －

前受金 － 75,490

賞与引当金 23,793 62,904

その他 343,612 283,256

流動負債合計 6,016,061 5,490,260

固定負債

社債 120,000 180,000

長期借入金 1,623,000 1,577,000

リース債務 55,932 －

繰延税金負債 529,117 632,013

退職給付引当金 141,586 110,407

役員退職慰労引当金 113,172 114,053

その他 229,208 272,319

固定負債合計 2,812,017 2,885,792

負債合計 8,828,078 8,376,053

純資産の部

株主資本

資本金 630,000 630,000

資本剰余金 136,773 136,773

利益剰余金 1,152,794 1,080,577

自己株式 △3,229 △3,035

株主資本合計 1,916,339 1,844,315

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 376,824 532,699

評価・換算差額等合計 376,824 532,699

少数株主持分 321,626 315,391

純資産合計 2,614,790 2,692,406

負債純資産合計 11,442,869 11,068,460

EDINET提出書類

日本製罐株式会社(E01408)

四半期報告書

11/20



（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 7,403,706

売上原価 6,413,693

売上総利益 990,013

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 282,617

従業員給料及び手当 191,867

役員報酬 85,482

支払手数料 79,423

減価償却費 29,609

役員退職慰労引当金繰入額 8,525

賞与引当金繰入額 7,246

のれん償却額 43,696

その他 177,737

販売費及び一般管理費合計 906,206

営業利益 83,807

営業外収益

受取利息 1,283

受取配当金 29,845

不動産賃貸料 148,492

その他 8,884

営業外収益合計 188,506

営業外費用

支払利息 72,677

手形売却損 6,246

不動産賃貸費用 69,615

その他 6,156

営業外費用合計 154,696

経常利益 117,617

特別利益

固定資産売却益 1,002

保険解約返戻金 20,850

貸倒引当金戻入額 1,369

特別利益合計 23,221

特別損失

固定資産除却損 2,275

役員退職慰労引当金繰入額 18,600

ゴルフ会員権評価損 3,650

その他 869

特別損失合計 25,394

税金等調整前四半期純利益 115,443

法人税等 1,227

少数株主利益 7,255

四半期純利益 106,960
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 2,393,715

売上原価 2,054,124

売上総利益 339,591

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 89,248

従業員給料及び手当 57,861

役員報酬 27,100

支払手数料 27,347

減価償却費 10,179

賞与引当金繰入額 7,246

のれん償却額 14,565

その他 49,986

販売費及び一般管理費合計 283,535

営業利益 56,055

営業外収益

受取利息 420

受取配当金 9,423

不動産賃貸料 50,094

その他 1,638

営業外収益合計 61,576

営業外費用

支払利息 24,387

手形売却損 2,709

不動産賃貸費用 24,165

その他 4,093

営業外費用合計 55,356

経常利益 62,276

特別利益

固定資産売却益 1,002

貸倒引当金戻入額 △176

特別利益合計 825

特別損失

固定資産除却損 93

特別損失合計 93

税金等調整前四半期純利益 63,008

法人税等 △10,896

少数株主利益 1,693

四半期純利益 72,211
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 115,443

減価償却費 391,198

のれん償却額 43,696

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,317

受取利息及び受取配当金 △31,129

支払利息 72,678

有形固定資産除却損 2,275

有形固定資産売却損益（△は益） △1,002

ゴルフ会員権評価損 3,650

売上債権の増減額（△は増加） △472,282

たな卸資産の増減額（△は増加） △239,189

仕入債務の増減額（△は減少） 423,800

賞与引当金の増減額（△は減少） △39,111

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31,179

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △881

その他の流動資産の増減額（△は増加） 180,014

その他の流動負債の増減額（△は減少） △6,279

小計 476,377

利息及び配当金の受取額 31,129

利息の支払額 △75,082

法人税等の支払額 △4,463

営業活動によるキャッシュ・フロー 427,961

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △316,148

有形固定資産の売却による収入 1,222

投資有価証券の取得による支出 △57,246

貸付けによる支出 △4,300

貸付金の回収による収入 2,689

その他の支出 △51,559

その他の収入 10,223

投資活動によるキャッシュ・フロー △415,119

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 251,000

短期借入金の返済による支出 △77,000

長期借入れによる収入 740,000

長期借入金の返済による支出 △746,000

社債の償還による支出 △60,000

自己株式の取得による支出 △194

配当金の支払額 △34,743

財務活動によるキャッシュ・フロー 73,063

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 85,905

現金及び現金同等物の期首残高 1,000,910

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,086,815
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）
会計処理基準に関
する事項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更
　たな卸資産
　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、親会社は先入先出法による原価法、連結子
会社は最終仕入原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関
する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、親会社は先
入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、連
結子会社は最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）により算定しております。
　　これにより、当第3四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、そ
れぞれ4,514千円減少しております。

 （2）リース取引に関する会計基準の適用
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月
17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度
委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期
連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこ
れらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外
ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　　リース取引開始日が平成20年3月末以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、未
経過リース料期末残高相当額を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース資産(有形固定資
産および無形固定資産)に計上しております。
　　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益の増減はありません。

 
【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。
 
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日 至　平成20年12月31日）
税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて
計算しております。
　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）
　平成20年度税制改正において「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」が改正され、機械及び装置の法定耐用年数の
見直しが行われたことに伴い、当社及び連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を11年としておりましたが、
第1四半期連結会計期間より10年に変更しました。
　これにより、当第3四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ11,391千円減
少しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）
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当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

1. 受取手形割引高は、606,302千円であります。 1.受取手形割引高は、426,546千円であ
ります。

※2.前連結会計年度末に係る要約連結貸借対照表に有形固定資産の「建物
及び構築物」「土地」「その他」に表示しておりました賃貸に供してい
る有形固定資産は、金額的重要性が増したため、当第３四半期連結会計期
間において、投資その他の資産の「賃貸不動産」として区分掲記しており
ます。
　　なお、前連結会計年度末の有形固定資産の各科目に表示した「賃貸不動
産」は以下のとおりであります。
   （千円）
 取得価額 減価償却累計額 純　額

建物及び構築物 1,423,419502,642920,777
　土地 56,982 － 56,982
　その他 1,275 845 429
　計 1,481,676503,487978,189

 
 
 
 

―――――――――

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※3.連結会計期間末日満期手形
　連結四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日を
もって決済処理をしております。
なお、当四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の四
半期連結会計期間末日満期手形が当四半期連結会計期間末残高に含まれ
ております。

 （千円）
受取手形及び売掛金 64,199
支払手形及び買掛金 3,088

 
 
 
 

―――――――――

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日）
　　該当事項はありません。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日  至　平成20年12月31日）
　　該当事項はありません。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日   至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（平成20年12月31日現在）

 （千円）
現金及び預金勘定 1,086,815
預入期間が３か月を超える定期預金 －
現金及び現金同等物 1,086,815
 

 

（株主資本等関係）

  当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　
至　平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数 　普通株式 11,600,000株　
２．自己株式の種類及び株式数　 　普通株式　 20,951株　
３．新株予約権等に関する事項 該当事項はありません   

４．配当に関する事項

 　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 34,743 3  平成20年３月31日 平成20年６月30日利益剰余金 

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

当社グループは金属缶の専門メーカーとして、同一セグメントに属する金属缶（18L缶及び美術缶）の製造、販

売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。
 
【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
 
【海外売上高】
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当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結
会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。
 取得原価（千円） 四半期連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

（1）株式 686,394 1,314,436 628,041
（2）債券             

国債・地方債等 － － －
社債 － － －
その他 － － －

（3）その他 － － －
合計 686,394 1,314,436 628,041

 
（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

該当事項はありません。
 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

該当事項はありません。
 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 198.04円 １株当たり純資産額 205.25円

２．１株当たり四半期純利益金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 9.24円　 １株当たり四半期純利益金額 6.24円　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純利益（千円） 106,960 72,211

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 106,960 72,211

期中平均株式数（株） 11,580,056 11,579,289

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年2月10日

日本製罐株式会社

取締役会　御中

監査法人セントラル

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 泉　　　智雄　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 関口　　俊雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本製罐株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本製罐株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

日本製罐株式会社(E01408)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

